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住 民 参 加
・ボランティア・市民活動センター設置
・ボランティアコーディネーター設置
・住民活動の拠点整備、住民の福祉活動へ
の支援
・ボランティア・市民活動センターや拠点
などの運営
出典：『月間福祉』第８５巻第１０号（２００２）、全国社会福祉協議会、２５頁。
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「あるべき姿」、それを達成するために解決すべき問題点および解決手段を明確にしなければ
ならない。その過程では、計画に関する住民の理解を得ながら、アンケートやヒアリングを実
施して意見を収集・集約していくこと、また、住民と地域内の諸団体が協働で計画策定にあた
ることが肝要である。住民主体である限りにおいて、利害が対立しても、それを住民間で検討
し、優先順位を伴った計画にするなかで合意を形成する機能をもたなければならない。したが
って、広報活動、住民座談会、住民懇談会、セミナー、公聴会、パネルディスカッションとい
った集団討議ができる機会を設けることで、計画についての周知・理解を図り、その意見や判
断が反映できるようにすることも必要である。また、全ての住民に情報を伝える工夫（例えば
外国語による情報提供、点字による情報提供等）、インターネットやケーブルテレビ等の新し
い媒体（メディア）を活用した広報も活用すべきである。
計画策定にあたって住民参加が重視されているか否かの判断基準は、いまあげた計画の周知
・理解を図るための広報活動などだけではなく、ワークショップ、百人委員会、策定委員会に
おける公募委員、パブリックコメントといった新しいタイプの住民参加がどの程度採用されて
いるか、といった点にもあるといえる。つまり、住民自身が計画策定の担い手となって、計画
案そのものをつくりあげる実務過程に参加することである。各自治体が従来から行なってきて
いる住民参加をさらに前進させる形のものが、地域福祉活動計画には期待されている。
こうした住民の参加形態は、住民の地域福祉に対する意見や関心を醸成することにつながり、
計画策定にとどまらず地方行政や福祉の現場へ関心を寄せ、機会があれば日常的に活動に参加
したいという気持ちにつながる。生活環境全般に強い関心を寄せ、自分の人生をよく考えてい
る人々こそが住民たるにふさわしいといえ、そうした住民が多く参加しているかどうかが計画
評価の分かれ目になるのではないだろうか。住民参加の環境づくりとして、既存の地域福祉活
動団体などさまざまな組織の活動状況を把握し、それを活用することによって新しい地域福祉
活動を対象とした体制づくりを予測することができる。注１７
従来の伝統的な地理的コミュニティが解体・崩壊しつつあるなかで、今般の地域福祉計画、
地域福祉活動計画が求める新しいコミュニティとしての「福祉コミュニティ」注１８を、今後どの
ように性格づけ、内実化していくかという課題がある。従来のコミュニティの担い手であった
女性の就業化が進み、自営業者が減少し、活動者の高齢化が進むなかで古い地域活動パターン
にこだわる限り、新しい展開は望めないであろう。労働の多様化、あるいは生活スタイルの変
容、価値観の多様化などに照応した地域組織化型の福祉コミュニティ・モデルがいま求められ
ている。地域福祉活動計画の策定とその実行は、その転換点としての重要な位置づけにあると
いえる。現在活動計画策定にかかわっている者の一人として、その過程を今後も追い続けた
い。注１９
注１７武川正吾（２００２）『前掲書』１７～８頁。長倉真寿美「計画策定（その２）」黒木保博ほか編（２００２）『前掲書』７７
～８頁。永田文子（２００３）「地域福祉計画策定と住民参加」園田恭一編『社会福祉とコミュニティ』東信堂、２７５
～８頁
注１８福祉コミュニティは、一般のコミュニティ形成を基盤にして、福祉的な援助を必要とする人々が自立して
生活できるようなバリアフリーの状態を地域社会のなかに具現し、一定の地域に具体的な社会資源やサービス
を体系化して、そこに住む地域住民が社会福祉に関心と理解をもって、それに積極的に参加するようなコミュ
ニティのイメージ（『社会福祉辞典』大月書店（２００２））。
注１９筆者のかかわっているN市M区社会福祉協議会地域福祉活動計画策定委員会（１８人）は、下部組織として１０人
のメンバーからなる作業部会と、さらに公募委員として地域住民１７人からなるワーキンググループから形成さ
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れている。なお今回ワーキンググループには、公募委員以外に、区社会福祉協儀会事務局長のご好意により、
名古屋女子大学家政学部家政学科の３・４年生１０名がコミュニティワーク実践の研修生という形で参加させて
もらっている。
ワーキンググループは、策定期間の前半（４～９月）は高齢者・障害者・児童の３グループに分かれ、ヒアリ
ング調査等を通じて実質的な福祉ニードを把握し、それを整理したうえで必要な計画内容を作業部会に提案す
る（この間月１～２回の割合で会合をもち、また別途ヒアリング調査を実施した）。ワーキンググループの代表
もメンバーとなっている作業部会では、３グループのワーキンググループから提案された計画内容を検討して
統合化し、活動計画の基本目標と基本計画を作成する。それを策定委員会に諮って承認を得たうえで、今度は
実行計画の策定に入る。
策定期間の後半（１０～３月）、ワーキンググループは再編成され、基本目標と基本計画を踏まえた上で、高齢
者・障害者・児童を統合した実行計画の原案作成の検討を行なう。それを作業部会でまとめて実行計画案が策
定され、策定委員会で承認された段階で住民懇談会等を開催し、活動計画案についての地域住民の意見を聴く。
それを踏まえたうえで最終的な活動計画を策定する予定になっている。
 稲葉一洋編著（２００３）『福祉コミュニティ形成の技術』学文社．
 井上英晴（２００３）『福祉コミュニティ論』小林出版．
 大橋純一（１９９８）『都市化と福祉コミュニティ』学文社．
	 瓦井昇（２００３）『福祉コミュニティ形成の研究』大学教育出版．

 栗和田敏編集（２００２）『月刊福祉』第８５巻第１０号、全国社会福祉協議会．
 黒木保博ほか編（２００２）『ソーシャルワーク実践とシステム』有斐閣．
 定藤丈弘ほか編（２０００）『これからの社会福祉第８巻 社会福祉計画』有斐閣．
 社会福祉法人三重県社会福祉協議会（２００２）『必携 地域福祉（活動）計画ステップ３０』みらい．
 社団法人生活福祉研究機構編（２００３）『わがまちの地域福祉計画づくり』中央法規出版．
 精神保健福祉士養成セミナー編集委員会編（２００１）『改訂精神保健福祉士養成セミナー第１２巻 地域福祉
論』へるす出版．
 全国社会福祉協議会編（２００１）『地域福祉計画の策定に向けて』全国社会福祉協議会．
 園田恭一編（２００３）『社会福祉とコミュニティ』東信堂．
 地域福祉計画に関する調査研究委員会編（２００２）『地域福祉計画・支援計画の考え方と実際』全国社会福祉
協議会．
 地域福祉研究会編（２００２）『地域福祉計画を創る』中央法規．
 日本地域福祉研究所監修（２００１）『地域福祉計画と地域福祉実践』万葉舎．
 平野隆之ほか編（２００１）『コミュニティとソーシャルワーク』有斐閣．
 牧里毎治編（２００３）『地域福祉論』放送大学教育振興会．
 三浦文夫ほか編著（２００３）『地域福祉の源流と創造』中央法規出版．
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